
 

6.3－1 

　　　　　（文部科学省アンケート調査、対象：４７都道府県）

   

３５自治体

11自治体

　Ｃ　現状維持を希望する。 １自治体

（１）状況     

２０自治体

２５自治体

　　Ｃ　どちらともいえない。 　２自治体

（２）希望しない理由（複数回答）

    Ａ　財政上の負担が困難。                １８自治体

    Ｂ　学校運営で中心的役割を担う世代。      　５自治体

    Ｃ　青年海外協力隊への派遣が中心。 　３自治体

    Ｄ　必要性が認められない。 　１自治体

平成14年7月9日

シニア海外ボランティアへの現職教員の派遣について

２．　４７自治体のうち４３％（２０自治体）が、シニア海外ボランティアへの現職教員の参加
　 について希望している。なお、希望しない自治体のうち１８自治体は財政上の負担が困
   難と回答している。

　　Ｂ　シニア海外ボランティアへの現職
　　　　教員の派遣を希望しない。

　Ａ　スクールイヤーに合わせ、かつ、教育
　　　委員会からの推薦とすることを希望す
　　　る。

　Ｂ　コメント無し。

１．　４７自治体のうち７５％（３５自治体）が①スクールイヤーに合わせ、②教育委員会を
　 通した推薦とすると回答している。

　　Ａ　シニア海外ボランティアへの現職
　　　　教員の派遣を希望する。
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